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第2節労働と管理(以上『産業と経済』第 5巻第 2 号)




















2 万人から 3 万人の聞と計算されている。そして，大企業経営者をオーナー型(あるいは同族
支配型〉経営者とサラリーマン型経営者に分け，同族支配型経営者の数はせいぜい 200 人から
300 人程度にすぎず，残りはすべてサラリーマン型経営者である，と推定されている。
(1) ~資本論~ (大月版， 23a 巻)， 435ページ。
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(注) 1. 対象は東京および大阪の証券取引所第 1 部，第 2部上場企業の製造業 410 社。
2. 調査時期は1986年 3 月。
(出所) 通商産業省産業政策局企業行動課編『昭和62年版総合経営力指標』製造業編， 1987 













































会社が小規模のうちは，所有者が支配し経営することが所有経営者 (owner manager) と
してできるが，会社が大規模化し株式の分散が起こってくると，もはや所有者=支配者=経営
者であることは次第に不可能となる。大株主による支配の可能性はあるものの，大株主自体の












ゆる専門経営者 (professional manager) といわれるもので，資本の所有者の経営をまかせ












作で士汁 |株式の分散1 ?灰蚕蚕而~ ト








(6) 車戸実編著『現代経営学。』八千代出版， 1984年， 110""112ページ。
- 36 ー
経営管理の論理 (m) 
確立を意味している。この主張のもとになっているのがノくーリニミーンズ (A. Berle = G.
Means) の研究である。




































































































































(出所) 小野豊明著『日本企業の組織戦略』マネジメント社， 38 ページの一部を修正利
用。


































(18) 小野豊明著『日本企業の組織戦略』マネジメント社， 1979年， 32ページ。アメリカの「トップ・マ
ネジメント組織では，取締役会の下に経営委員会 (executi \Te committee)，監査委員会 (audit comｭ





















取締役会 経営方針会議 常 務 ~ 
1. 法律で定める事項 総合経営計画その他経営に 1. 重要な業務の執行方針|
2. その他業務執行上の 関する基本方針 2. その他経営に関する重








全取締役 ~ 長 ~ 長
社 長 社 長
構成メンバー 冨1 社 長 在京副社長
社長が特に指名する者 在京専務取締役
在京常務取締役
事 務 手品 書 部 総 務 部 総 務 部
原則として 1 回/月 原則として 2 回/月 原則として 1 回/週
(出所〉 アスペクト， 1986年 1 号月， p. 40 (大月・高橋共著『経営学』同文館， 1986年， 88ページからの再ヲ開〉
(19) 小野豊明著，前掲書， 33ページ。
(20) 向上。


















































































































(23) これについては，寧戸実編著『現代経営管理論』八千代出版， 1984年， 104""""107ページ参照。
(24) OpraHH3aUHH ynpaB~eHH兄 06rueCTBeHHblM npoH3Bo江CTOBOM， Mry, 1984 (拙訳『翻訳:モスグ





































(26) リーダーシップ論は様々に分類されるのであろうが，本章では基本的には， 4 つにまとめてみた。
たとえば，これについては，剣地邦秀著『組織活性化の理論と実践』北樹出版， 1989年， '.40ページ参照。
(27) 田杉競著『経営行動科学論』丸善， 1977年， 210ページ。

































\、門著『経営者リーダーシ γ プ論』評論社， 1975年， 192~199ページで整理され詳しく説明されている。
(29) C. Barnard, The Functions of the Executives, Harvard University Press, 1968, pp. 220 
222. (山本安次郎他訳『新訳経営者の役割』ダイヤモンド社， 1968年， 230~232ページ〉。
(30) C. Barnard, ibid. , p. 220. (邦訳， 230ページ〕。




指導者の 3 つの指導の型と集団メンバーの行動との関係が調査された。指導の 3 つの型とはつ











1. 方針のいっさいは指導者が 1 1. あらゆる方策は集団によって 1 1. 集団としての決定も個人的決









































































徴させるかによって，更にいくつかの理論に分かれる。たとえば， 1配慮J と「構造化」の 2
次元で研究したオハイオ州立大学研究グループ， 1人聞に対する関心」と「業績に対する関心」






PM論では，集団機能を大きく 2 つの次元に区別する。 l つはく集団の目標達成の機能〉で
あり，具体的には， 1最大限に部下を働かせるj， 1仕事量をやかましく言う j， 1規則をやかまし
く言う j， 1所定の時間までに完了するように要求するj， 1指示・命令を与えるj，といった行動
(34) 武山泰雄著『ビジネス・リーダーショプ』筑摩書房， 1970年， 130ページ。
(35) これについては，白樫三四郎著『リーダーシップの心理学』有斐閣， 1985年，第 3章を参照のこと。








下の立場を理解するj， r部下を信頼するj， r部下に好意的であるj， r仕事のうえで部下が気軽
「部
経営管理の論理
に話せる j， rすぐれた仕事をしたときは認めるj， r部下を公平にとり扱う j，といった行動に代







pm PM型，モデルを示すと，図 3-8 のようになり，



















































の研究やハーシィとブランチェード CP. Hersey & K. Blanchard) の研究に代表されるが，















つに分類される〔高指示/低協労 CQふ高指示/高協労 CQふ高協労/低指示 CQふ低協
労/低指示 CQ4)] が，これは，また，部下の成熟度一一低レベルから高レベルへ， MJ, M2' 
M3' M4 と段階づけられているーーに依存しているのであり，それぞれが， Qh Q2, Q3, Q4, 
に対応しているのだ。具体的に云えば，①部下の成熟度が低い場合には，指示的行動を強め，
協労的行動が弱いこと CQJ と Mふ②部下が成熟度を高めてくるにつれて，必要な指示的行
動をとりしかも協労的行動を強めること CQ2 と M2)，③さらに部下が成熟度を高めてきたら，
指示的行動はなるべく抑え，協労指向的行動を相対的に重視すること CQ3 と Mふ④部下が




が低い CMJ) 人々を指導するときには，高指示/低協労スタイル CQJ) をとることが最も高い
業績をもたらす，ということを示唆している。


















































































これは「委任的 (Delegating)j に「思い通りにやらせる」ことになる。 と名づけられてい
このように指導のあり方(リーダーシップ〉をめぐって多数の実験そして研究が積み重ねら
れてきている。それらの研究が示唆するものは様々ではあるが， 1 つの傾向を確認することが
できる。すなわち，指導のあり方として，初期の組織の有効性のみを考慮に入れたスタイルか
らいわば能率をも考慮したスタイルへの転換が重要視されてきているということである。
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